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電子処方箋モデル事業 及び 電子処方箋の運用開始について

○ 10月31日から山形県酒田市を始めとした４地域の医療機関・薬局でモデル事業を開始

○ 今後、各地域において準備が整った施設から順次参加

お薬手帳だと患者さんが忘れてしま
うこともあり、ひとつの診療機関が
使っている薬をすべて把握するのは
難しい。電子処方箋によって薬剤師
も含めて複数のチェック機能が働く。

④ 広島県安佐地域

• 安佐市民病院
• ココカラファイン薬局 安佐

市民病院店
• 日本調剤 安佐北薬局
• びーだま薬局 他

② 福島県須賀川地域

• 公立岩瀬病院
• さくら薬局 須賀川北町店
• フジ薬局 他

① 山形県酒田地域

• 日本海総合病院
• アイン薬局 酒田店
• 共創未来 あきほ薬局 他

③ 千葉県旭地域

• 国保旭中央病院
• 調剤薬局 マツモト

キヨシ旭店
• とまと薬局 旭店
• 日本調剤 旭病院前薬局

• 日本調剤 旭薬局
• 毎日薬局 旭店
• ヤックスドラッグ

旭薬局 中央病院前店
他

目的
令和５年１月の電子処方箋管理サービスの運用開始に向

けて、医療機関・薬局等における運用プロセスやトラブ
ル・問合せ 対応を確立するとともに、電子処方箋の活用方
法の展開を行う。

地域を限定した上で、電子処方箋を先行導入可能な医療
機関・薬局を対象に効果的な服薬指導を実現するため、重
複投薬等のチェックをはじめとした電子処方箋の運用面で
の検証を行うとともに、電子処方箋を活用した先進的な取
組や課題、優良事例を収集することにより、電子処方箋の
更なる活用方策についてとりまとめる予定。

概要

令和４年10月31日 NHK山形 NEWS WEB
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運用開始日について
運用開始については、令和5年1月26日(木)とし、同日以降、システム導入

が完了した医療機関・薬局は電子処方箋の発行等が可能。

併せて国民・医療機関・薬局向け周知について、説明会・利用方法解説

動画・HP広報・ポスター等を活用し、引き続き注力していく。



モデル事業の実施概況
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参加施設

酒田地域 須賀川地域 旭地域 安佐地域

• 共創未来 千石町薬局

• 共創未来 ライラック薬局

• ニーズ薬局 あきほ店

• ひまわり薬局

• ラパス調剤薬局 酒田南店

• フジ薬局

• クオール薬局 鏡石北店

• アイランド薬局須賀川店

• さくら調剤薬局

• 大町調剤薬局

• 調剤薬局 マツモトキヨシ旭店

• 毎日薬局 旭店

• ヤックスドラッグ 旭薬局 中

央病院前店

• 長久堂野村病院 ・ アイビー薬局可部

• 西山整形外科・胃腸科 ・ エスマイル薬局 緑井店

• 広島共立病院 ・ ハート薬局 高陽店

• のぞみ薬局本店 ・ ドレミ薬局

• みわ薬局 ・ すずらん薬局 川内店

• コスモス薬局 勝木台店 ・ すずらん薬局 上安店

電子処方箋管理サービス利用状況 令和４年10月31日～12月31日

• 日本海総合病院

• アイン薬局 酒田店

• 共創未来 あきほ薬局

• 公立岩瀬病院

• さくら薬局 須賀川北町店

• 国保旭中央病院

• とまと薬局 旭店

• 日本調剤 旭病院前薬局

• 日本調剤 旭薬局

• 安佐市民病院

• ココカラファイン薬局 安佐市民病院店

• びーだま薬局

• 日本調剤安佐北店

S
T
E
P
１

S
T
E
P
２

令和５年１月６日時点全国４地域で38施設（医療機関７施設／薬局31施設）

データ登録件数90,241件(※1) 重複投薬等チェック実施件数

155,812件
医療機関 104,105件
（重複投薬等 3,812件検知）

薬局 51,707件
（重複投薬等 4,337件検知）

○処方箋登録件数
65,184件

医療機関
○調剤結果登録件数

25,057件(※2)

薬局

（※2）電子処方箋に対応する医療機関から応需した処方箋に加え、非対応の医療機関から応受
した処方箋の調剤情報が含まれる。

（※1）紙の処方箋の受付又は紙の処方箋に基づく調剤の際に登録された処方情報データ及び
調剤情報データを含めた合計件数。



モデル事業における対応事例
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対応事例
○診察室、または調剤室に電子処方箋管理サービスと接続する端末がない場合の取り扱い

○ モデル事業においては、規模を問わず、医療機関、薬局の施設が参加し、実際に患者を巻き込んで、電子処方箋

管理サービスでの重複投薬等チェック、処方箋の発行や受付等を実施できており、システム面において概ね問題な

く運用されている。

○ また、運用面についても、以下のような対応事例も生じているところ、対応策についてはオンライン説明会での

周知やQＡへの反映等を行っていく。

○マイナンバーカードや電子処方箋について患者に説明できない場合の取り扱い

受付にレセプトコンピュータが設置されているが、診察室、または調剤室に電子処方箋管理サービスと接続する端末がない場合、
電子処方箋にどのように対応するか。

（対応策①）※医療機関・薬局共通
⇒外部と接続されていないが医師・薬剤師が使用する端末が診察室・調剤室にある場合は、
当該端末をレセプトコンピュータ経由で電子処方箋管理サービスと連携する。（タブレット等で対応していた施設もあり）

（対応策②）※薬局のみ
⇒レセプトコンピュータがデータを受け取り、取り込まれたデータを調剤指示書等の用紙に印刷し、調剤室で調剤する。

電子処方箋の仕組みや利用方法、マイナンバーカードで受付を行うことのメリット等について患者に、どのように説明すれば患者に理解してもらうか。

（対応策）
⇒モデル事業では、厚生労働省が提供する周知資料を活用して患者に説明いただくことで対応（次頁参照） 。



周知広報の取組状況

モデル事業開始
10/31 11月

電子処方箋がいよいよ始まること、
利用方法などをメディア向けに広報

より多くの患者に周知するため、メディア向けの説明会など
を実施いたします。
• 電子処方箋が令和5年1月26日から開始すること
• 電子処方箋対応の医療機関・薬局での利用方法
• 先行して実施するモデル事業の取組 など

12月 1月
国民向け

医療機関・薬局向け

• 利用申請開始のご案内
• 導入に向けた準備作業詳細
• 導入後の業務内容

利用申請開始
10/3

• 1月26日の運用開始のご案内
• モデル事業の進捗

運用開始に向けて、コンテンツの公開や説明会を順次公開

• 導入後の業務イメージを持っていただくため業務内容をまとめた
マニュアル（公開済み）

• 電子処方箋の導入を決定した医療機関・薬局向けに、利用
開始までの作業内容をまとめたドキュメント（公開済み）

• 第1回説明会（電子処方箋の概要、導入によるメリット、導
入に向けた主な準備作業）を開催（7/25実施済み）

• 業務内容の動画公開

医療機関・薬局の他、各自治体で使
用可能な周知物を適宜HPに掲載し
ています。

各所で使用可能な周知物の掲載

モデル事業フォーラム・住民説明会

医療機関向け動画 薬局向け動画

国民向けwebページ 医療現場掲示物

現場で掲載する周知物の配布
電子処方箋対応施設の検索等

・医療機関・薬局内に掲載する周知物として、ポスターを医療機
関・薬局に配送済。
・電子処方箋対応施設は厚労省HPで公開予定です。
・マイナ保険証対応施設のリストはCSVファイルで公開しており、
電子処方箋の内容込みの様式を案内済み。PHR事業者・電
子版お薬手帳アプリ事業者に対応依頼済。
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第2回説明会(10/17)

電子処方箋運用開始
1/26

10月

第3回説明会(12/23)



実施主体：１は社会保険診療報酬支払基金 ２、３は民間団体等で実施

３ 実施主体等

２ 事業の概要・スキーム

電子処方箋管理サービスは個人の身体・健康に関する情報を取り扱うとともに医薬品の処方に直結するという性質上、
一度、不具合等の問題が発生した場合、患者をはじめとした関係者に甚大な影響が及ぶ恐れがある。
令和5年1月から導入が開始される電子処方箋管理サービスについて必要なシステムの改修、システムの動作や運用に
関して検証作業を実施のうえ、その結果をフィードバック、全国の医療機関・薬局やそのシステムベンダ及び一般国民
に対して、電子処方箋導入のための説明会、周知広報等を実施し安全かつ正確な運用に向けた環境整備を行う。

１ 事業の目的

電子処方箋の安全かつ正確な運用に向けた環境整備 医薬・生活衛生局総務課

令和４年度補正予算額 ３４億円（－） ※（ ）内は前年度当初予算額

１．電子処方箋管理サービスの円滑運用に向けた環境整備(30.5億)
１）電子処方箋管理サービスの追加開発・改修費用、

・運用開始後に新たに整備が必要となる追加システムの開発及び改修要
する費用

２）電子処方箋管理サービスの稼働準備支援等
・システム設計・開発費等の工程管理
・運用開始直後のフォローアップに要する費用

３）電子処方箋管理サービスのコールセンター
・医療機関・薬局向けポータル及びコールセンター

２．電子処方箋を活用したモデル事業(0.6億)
１）事例の収集及びガイドライン等の作成

３．電子処方箋に関する周知広報事業(3億)
１）医療機関・薬局及びベンダ向け説明会、周知広報等の実施
２）一般国民向け周知広報の実施
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２ 事業の概要・スキーム

電子処方箋には、真正性を確保するために医師等の電子署名(※)を付すこととしているが、オンライン資格確認等システムが導入される医療機関の
全ての常勤医師及び薬局の全ての薬剤師が、電子処方箋へ電子署名が行えるよう、電子署名の仕組みとして、現時点で利用可能であるＨＰＫＩカー
ドの普及を図るためHPKIの認証局にHPKIカード発行費用を補助をする。また、HPKIカードの発行を前提に、カードの紛失や緊急に処方箋に署名が
必要な場合といった万が一の事態に備えてカードレスでも電子署名することができるクラウド署名サービスの構築を行い、その利便性の向上を図る。

(※) 医師等の国家資格確認を有する者による作成を求められている文書については、HPKI以外に、クラウド型電子署名など電子署名事業者が提供する電子署名（電子署名法第2条第1項の要件を満たす
もの）であって適切な外部からの評価を受けるなど一定の要件を満たすものや国家資格確認に対応した公的個人認証サービス（マイナンバーカード）を用いた電子署名なども利用可能であるが、現時点
で実際に事業者から既に提供されている電子署名等はHPKIカードのみとなっている。

１ 事業の目的

医薬・生活衛生局総務課

令和４年度補正予算額 ２２億円（－） ※（ ）内は前年度当初予算額

ＨＰＫＩの仕組み

＜厚生労働省＞
（認証局を監査、認証局間を相互接続）

＜HPKIの認証局＞
医療情報システム開発センター等

【認証局の役割①】
HPKIカードを発行

【認証局の役割②】
電子署名・認証サービスを提供

＜Ａ医療機関＞

HPKIカードで
電子署名

＜Ｂ医療機関＞

※電子署名により改ざんを防止

電子媒体で交付

【認証局の役割③】
署名が医師本人のもの

であることを回答

１．HPKIカード発行費用の補助
２．クラウド署名サービスの構築

医師本人の
署名を確認

保健医療福祉分野の公開鍵基盤(ＨＰＫＩ)普及事業

HPKI（Healthcare Public Key Infrastructure）とは、保健医療福祉分野の国家資格（医師、歯科医師、薬剤師など）保有情報を含んだICカードを用いて、システムにアクセスしよう
としている利用者の認証や電子署名付与を可能とする仕組み。例えば、電子的診療情報提供書の作成者の医師資格の有無の検証が可能となるもの。
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HPKI認証局 区分 補助適用前発行費用 補助額 補助適用後発行費用
日本医師会 ー 5,500円 2,750円 2,750円

日本薬剤師会 会員 19,800円 5,500円 14,300円
非会員 26,400円 5,500円 20,900円

一般財団法人医療情報システム
開発センター（MEDIS） ー 26,950円 5,500円 21,450円

＜補助期間＞
令和４年10月28日（※）～令和４年度内
※「物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策」閣議決定

＜補助額＞
HPKI 発行費用11000円を上限にその２分の１を補助

３ H P K Iカード発行費用の補助内容

（※全て税込み）



○令和5年度に電子処方箋管理サービスを導入した施設の補助率を引き上げる。
(令和4年度に導入した施設の補助率と同率にする。)

医療情報化支援基金の補助率の見直し

＜補助の対象となる事業＞

①～③については、上記電子処方箋管理サービス導入費用の補助率による。(消費税分（10％）も補助対象であり、上記の上限額は、消
費税分を含む費用額)

①基本パッケージ改修費用：電子カルテシステム、レセプト電算化システム等の既存システム改修にかかる費用
②接続・周辺機器費用：オンライン資格確認端末の設定作業、医師・薬剤師の資格確認のためのカードリーダー導入費用
③システム適用作業費用：現地システム環境適用のための運用調査・設計、システムセットアップ、運用テスト、運用立会い等

医薬・生活衛生局総務課

令和５年度予算案額 130.9億円（383.3億円）※（）内は前年度当初予算額

電子処方箋管理サービス導入費用の補助率の見直し

大規模病院
（病床数200床以上）

病 院
（大規模病院以外） 診療所

大型チェーン薬局
（グループで処方箋の受付
が月４万回以上の薬局）

薬局
（大型チェーン薬局以外）

令和4年度
導入完了した
施設

162.2万円を上限に補助
※事業額の486.6万円を

上限にその
1/3を補助

108.6万円を上限に補助
※事業額の325.9万円を

上限にその
1/3を補助

19.4万円を上限に補助
※事業額38.7万円を

上限にその
1/2を補助

9.7万円を上限に補助
※事業額38.7万円を

上限にその
1/4を補助

19.4万円を上限に補助
※事業額38.7万円を

上限にその
1/2を補助

令和５年度
導入完了した
施設

162.2万円を上限に補助
※事業額の486.6万円を

上限にその
1/3を補助
(見直し前:1/4)

108.6万円を上限に補助
※事業額の325.9万円を

上限にその
1/3を補助

(見直し前：1/4)

19.4万円を上限に補助
※事業額38.7万円を上

限にその
1/2を補助

(見直し前：1/3)

9.7万円を上限に補助
※事業額38.7万円を

上限にその
1/4を補助

(見直し前：1/5)

19.4万円を上限に補助
※事業額38.7万円を上限

にその
1/2を補助

(見直し前：1/3)
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